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研究成果の概要（和文）：

本研究では、欧州を中心とする諸外国の動向を踏まえ、①事前規制の緩和により、事後的な段
階で働く民事責任の制裁的側面が重要になるとともに、②事前の救済手段である差止請求の役
割が、特に環境法等の分野においては増大していること、③生命・身体・財産・環境・プライ
バシー等にかかわる安全性の保護や、④競争秩序の確保を含めた取引の公正性の確保のために、
契約責任・不法行為責任の役割が増大していることを確認し、これらが、各国の法の改革、さ
らに国を超えた法の統一・調和への動きの中で、どのように受容、拡大、あるいは変容される
かを解明し、これを通して、わが国の民事責任法の今後を展望した。近時重要になっている消
費者法領域や商事法領域における民事責任法の展開を含め、上記①～④の諸相を中心とする一
定の成果を得ることができたと考えている。

研究成果の概要（英文）：

This study project has acknowledged;

1 With relaxing ex-ante regulations, the putative aspect of civil liability as ex-post

responsibility becomes important

2 The role of the injunction as ex-ante remedy becomes important, especially in

environmental law

3 To secure safety of life, body, property, environment, privacy etc, contractual

liability and tort liability have assumed more significant roles

4 To secure the fairness in the transaction including the competitive order,

contractual liability and tort liability have assumed more significant roles.

We have studied how the above-mentioned phenomena have been accorded with the

restructuring of the judicial procedure in each state, also with the harmonizing and

unifying process of the judicial system across the boundaries of states. We have studied

how they have been accepted, expanded or altered in this changes. Also, with this study,

we were able to look to the future role of the civil liability law.

Now we are confident we have conducted the effective project study in the civil

liability law including consumer law and the commercial law which have gain the

weight lately.
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１．研究開始当初の背景
近時の欧州諸国においては、従来からの判
例・学説による民事責任法の客観化の進展に
加えて、民事責任法の改正および法統一の方
向がみられる。これを参照しつつわが国の民
事責任法の改正の要否やその内容を考える
時期に来ている。

２．研究の目的
諸外国における民事責任法の動向を把握し、
わが国の問題状況を整理することを通して、
わが国の民事責任法を再検討し、立法改正を
視野に入れた今後の展望を提示する。

３．研究の方法
民事責任法を、その機能面から、「制裁」、「差
止請求―環境」、「安全性」、「公正性」に分け
て検討する。また、近時の民事責任論におい
て重要な位置を占める、「消費者法」および
「商事法」分野からの検討を加える。

４．研究成果
（１）本研究では、比較法的な所産を参照し
つつ、（ⅰ）民事責任の制裁的側面の重要性、
（ⅱ）差止請求権の役割の増大、（ⅲ）生命・
身体・財産・環境・プライバシー等にかかわ
る安全性の保護、（ⅳ）取引の公正性の問題
を主たる視点として、（ⅴ）消費者法領域と
（ⅵ）商事法領域における民事責任法の進展
にも注意しつつ、現在のわが国の問題状況を
整理し、今後の民事責任法を展望するという
作業を行った。
（２）以下の「主な発表論文等」に掲げるよ
うに、（ⅰ）については、「不法行為法におけ
る『権利保障』と『加害行為の抑止』」等の
成果を得た。（ⅱ）については、「差止訴訟に
おける因果関係と違法性の判断」等の成果を
得た。（ⅲ）に関しては、「新しい法益と不法

行為法の課題」等の成果を得た。（ⅳ）に関
しては、「フランス契約法における基本権」
等の成果を得た。（ⅴ）に関しては、「契約締
結過程の規律の進展と消費者契約法」等の成
果を得た。（ⅵ）に関しては、「主観的更改と
純粋指図」等の成果を得た。
（３）これらの検討を行う際、欧州諸国の動
向、とりわけドイツ、フランス、オーストリ
アの最近の民事責任法の動向を紹介、参照し
た。また、福島原子力発電所事故、アスベス
ト訴訟等の新たな問題の解明や、重要性を増
している救済手段である ADR の問題等につい
ても検討した。
（４）上記（ⅰ）～ （ⅳ）の視角は、個々

の事件の解決において横断的に、あるいは交
錯して現れる場合も少なくないが、（ⅰ）～
（ⅳ）を区別し、それぞれの機能や役割の位
置づけに意識的に焦点を当てることにより、
おおむね研究計画に沿った成果を得ること
ができた。もっとも、これらの成果を体系的
にまとめて公表する段階には至っていない。
わが国において民事責任法の立法改正が必
要かどうかについても検討途上であるが、現
在の問題性を分析したことから、改正が必要
とされる時期が到来した場合に参照される
べき基礎資料となりうる成果を得ることは
できたと考えている。
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